
4 総事業費 千円

事務事業評価＆総合計画実施計画調査シート 事業種別 継続 単独 事業類型 Ⅰ ソフト事業 ２次評価対象分

コード 名               称 区分 コード 名            称 事業実績

事業名 362 福祉資金貸付事業
会計 01 一般会計

活動指標 単位
実績値 目標値

款 03 民生費 H17 H18 H19 H20

基　本
施　策

39 部落差別の解消に向け、同和行政を推し進める
項 03 同和行政費

福祉資金新規貸付件数 件
目標 ― 目標 0

0 0
目 01 同和行政総務費 実績 0 実績 0

施　策 2 生活基盤の確立
細目 102 福祉資金貸付事業

督促･催告件数 件
目標 ― 目標 11

10 10
細々目 01 福祉資金貸付事業 実績 11 実績 10

基本計画該当頁 151 行革大綱の重点事項番号 7
償還相談件数（臨戸訪問） 件

目標 ― 目標 6
6 6

担当部課
コード 751000 評価者

氏　名
脇坂　長充 連絡先

52 - 3232 実績 6 実績 6

名称 青山支所　人権同和課 (内線) 201

評価指標

事業の計画・内容
事業の成果を測る指標 指標設定の考え方 単位

実績値 目標値

事
業
目
的

対象等（何を、誰を） 成果（どうなるのか） H17 H18 H19 H20

同和地区における低所得者世帯 生業資金等の貸付けを行うことにより、同和地区における低所得
者世帯の経済的自立と生活意欲の助長が図られ、その福祉の増
進に寄与する。

福祉資金貸付金元利収入（過年
度分）収納率

福祉資金貸付金の当該年度収納額/調定額 ％
目標 目標 0.02

0.02 ―
実績 0.02 実績 3.45

福祉資金貸付件数に対する償還
完了件数の割合

福祉資金貸付金償還完了件数/総貸付件数 ％
目標 目標 80.77

81.54 ―
実績 80.77 実績 81.54

（※対象件数 ）
根拠法令・要綱等 青山町福祉資金貸付けに関する条例

開始年度 平成 年度
関連事業

評価

本
年
度
事
業
内
容

終了
同和地区における低所得者世帯より貸付申請があれば、青山
町福祉資金貸付けに関する条例、青山町福祉資金貸付けに関
する条例施行規則に基づき、対象者の自立促進及び生活の助
長を図るため青山町福祉資金貸付審査会において調査審議を
行い、福祉資金の貸付けを行うこととしていたが、申請がなく貸
し付け実績はなかった。業務としては、未償還者への督促、償
還相談業務を行った。

年度年度 平成

状
況
変
化
等

同和地区における低所得者世帯の経済的自立を図るため
に実施しているが、昨今の不況等により資金貸付金の償
還率は著しく低く、当該事業の運営も非常に難しい状態に
ある。

必要性

評価項目

2

ポイント 評価項目についてのコメント
福祉資金の貸付けを必要としているであろう住民は、すでに貸付けを受けていながら償還が滞っている者が多い。そのた
め、最近は新規の資金貸付がない状態が続いている。

有効性 2
資金貸付を受ける住民が無く、このまま資金貸付事業を継続することが適切であるとはいい難い。

達成度 1
未納者に対する催告状の送付や、臨戸訪問による償還相談を行ってはいるものの、なかなか納付に結びつかない。未納
者も高齢となり収入も少なく、日常の生活にも支障をきたしている場合が多い。また、借受人がすでに死亡しているケース
もあり、連帯保証人による償還も現実的にはきびしく、また法的措置も難しい。

効率性 2
支所ごとに別々の催告状を送付したり、収納処理をせず、本庁一括でシステム化した総合的な管理を実施したほうが効率
的であると思われる。

整

1

備内容

建設用地

運営体制

1 運営主体

　委託先
2 建設面積（延床面積）

3 規模・構造

2 配置（予定）人員 人

Ｄ

総合評価

変更

事業の方向性

支所の資金貸付事業は平成１９年度で廃止し、償還業務のみ継続する。しかし、未償還者に対する手続きや不納欠損処理等、伊賀市
として統一した事務処理を行う必要があるため、平成２０年度には支所で行っている償還業務を本庁に統合し、事務の合理化を図る。

改善についての取り組み

3
4
年間運営費
市内の類似施設

千円

進
　
捗
　
状
　
況

年度

事
業
内
容

平成１７
事 業 内 容

年度
数量

 決算内容
金  額 事 業 内 容

平成１８
数量
年度 決算

金  額
内容

事 業 内 容
平成１９

数量
年度 計画

金  額
内容

事 業 内 容
平成２０

数量
年度 計画

金  額
内容

事 業 内 容
平成２１

数量
年度 計画

金  額
内容 平成２２

事 業 内 容 数量
年度 計画

金  額
内容

委託
　

単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円)
単位

(千円)
燃料費 21 ㍑ 3 消耗品費 10 貸付審査会委員報酬 60

消耗品費 12

工事
燃料費 4
通信運搬費 1
口座振替手数料 1
福祉資金貸付金 1,000

進捗率
(％)

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
事業費計(A) 　 Σ 3 事業費計(A) 　 Σ 10 事業費計(A) 　 Σ 1,078 事業費計(A) 　 Σ 0 事業費計(A) 　 Σ 0 事業費計(A) 　 Σ 0

事業投入人員 人件費（Ｂ） 0.2 人 1,440 人件費（Ｂ） 0.2 人 1,440 人件費（Ｂ） 0.2 人 1,440 人件費（Ｂ） 0.1 人 720 人件費（Ｂ） 0.1 人 720 人件費（Ｂ） 0.1 人 720

フルコスト　（Ａ）＋（Ｂ） 1,443 1,450 2,518 720 720 720

事業費（人件費除く）の財源内訳
（Ａ） 事      業      費 3 10 1,078 0 0 0

Ａ
の
財
源
内
訳

国庫支出金
県 支 出 金
地   方   債
受益者負担
そ   の   他 3 10 1,078
一 般 財 源 0 0 0 0 0 0
計 3 10 1,078 0 0 0

備
考

その他特定財源の名称・補助基本額・
率
地方債の区分と充当率等

福祉資金貸付金元利収入
福祉資金貸付金元利収入（過年度分）

福祉資金貸付金元利収入
福祉資金貸付金元利収入（過年度分）

福祉資金貸付金元利収入
福祉資金貸付金元利収入（過年度分）

直営 指定管理 民間委託等直営 指定管理 民間委託等


	福祉資金

